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要 約

本研究は、理科専科教員の実態について、長崎県の公立小学校全校を対象に調査し、考察した

ものである。調査の結果、長崎県においては理科専科設置率が、全国平均よりも約２倍の割合で

高いという状況が見られた。長崎県内で理科専科を担当している教員は、担任・専科において理

科教育に関して一定の経験を有しているが、教頭・教務主任・主幹教諭など、校内で比較的要職

の校務分掌を兼任するものが多く、理科授業の準備に対して時間を割くことが困難な現状が見ら

れた。

また、初任者教員は研修等の時間確保のため、自分が担任している学級の理科授業を専科教員

に任せざるを得ないという状況が多々あることも明らかとなった。

すなわち、本県の小学校理科教育の現状は、主として理科専科教員によって支えられているが、

理科授業準備に十分な時間を充てることが困難な状況にあること、また、将来的には、理科を教

えることがないままに教職経験を積む教員が増えることになり、小学校教員として資質・能力の

育成に大きな問題をはらんでいることが明らかとなった。

キーワード：小学校 理科教育 専科教員 教員研修

� 調査の目的

国際教育到達度評価学会（IEA）による国際数学・理科教育動向調査（TIMSS２０１１）、OECD

による PISA調査（２０１２）によると、日本の児童・生徒の「理科学習習熟度」「科学的リテラシー」

は国際的に高い位置にあり、経年変化的にも上昇傾向が見られるという結果が出ている（１）（２）。か

たや、理科の有用感や学習内容の活用能力についての課題が指摘されており（３）、科学技術立国を
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標榜する日本にとって、理科教育の充実に向けてこれらの課題解決は、急務であるとされている。

一方、文部科学省による「平成２７年度公立小・中学校における教育課程の編成・実施状況調査」

によると、小学校５、６年における理科の専科率は、ここ１０年で約２倍の６０％前後にまで高まっ

てきており（４）、今後さらに理科の専科率を高める施策がとられようとしている。

小学校理科教育の実態に関する全国調査としては科学技術振興機構による「平成２２年度小学校

理科教育実態調査報告」により、理科を担当する担任の４割強が理科への苦手意識を持っている

ことが報告されている（５）が、これは理科支援員の配置による効果を検証することを目的としてお

り、理科専科教員の実態について詳細にふれたものとはなっていない。理科専科教員の実態につ

いては、堀田・千葉（２０１１）が、必ずしも専門性を持った教員が理科専科として配置されている

わけではないことを報告している（６）。また與那嶺・吉田（２０１５）は、沖縄県の小学校の６割強で

教務主任が理科専科を兼任している実態を明らかにしている（７）。

そこで本研究においては、長崎県における理科専科教員の配置状況ならびに理科専科教員の実

態を調査し、本県が抱える理科教育の現状課題を捉え、検討することを目的とする。

� 調査方法

１ 対象・方法

長崎県内の全公立小学校３４２校（２０１５年４月、分校除く）の校長、理科専科教員を対象とした。

調査期間・方法は２０１５年６月１９日から８月２２日、郵送による自計式の質問紙法で行った。

２ 内 容

質問紙の内容は、校長用８項目、理科専科教員用１０項目で構成した。

校長用

�学校名 �学級数 �専科配置状況 �専科設定理由 �加配教員配置状況 �交換授業状況

�理科専科・担任授業のメリット 	新規採用教員の担当教科

理科専科教員用

�学校名 �職名・校務分掌 �保有免許 �新任時の理科担当 �理科専科と主な校務分掌の

仕事比重 �理科受け持ち学年・クラス数 �教科の指導難易度 	理科指導内容の難易度


理科指導のやりにくさ �理科指導に関する研修

� 調査結果

１ 回答者

質問紙は、長崎県内３４２校の小学校へ配布し、校長用２５１件回収（全体回収率７３．４％）、理科専

科教員用２３９件回収（全体回収率６９．９％）であった。地域ごとの回収率は以下のとおりである。
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地域名 n＝学校数（校長回収率・理科専科教員回収率）

長崎市 n＝７１（８４．５％・７４．６％）、佐世保市 n＝４７（６３．８％・６３．８％）、島原市 n＝９（１００．０％・

１００．０％）、諫早市 n＝２８（６０．７％・５７．１％）、大村市 n＝１５（８０．０％・８０．０％）、平戸市 n＝

１７（５８．８％・５８．８％）、松浦市 n＝１０（７０．０％・７０．０％）、五島市 n＝１９（６３．２％・５７．９％）、

西海市 n＝１５（７３．３％・６０．０％）、雲仙市 n＝２０（８０．０％・８０．０％）、南島原市 n＝１９（６８．４％・

６８．４％）、西・東彼杵郡 n＝１９（６８．４％・６８．４％）、北・南松浦郡 n＝１４（７１．４％・７１．４％）、

対馬市 n＝２１（６６．７％・６６．７％）、壱岐市 n＝１８（９４．４％・８８．９％）

地域間を比較した回収率の標準偏差は（１１．７・１１．７）であった。

２ 校長向け質問紙結果

� 専科の設定

回答があった２５１校のうち、９３％について理科

専科の設定が見られた。専科の教科等の設定につ

いては、対象となった専科設定が行われている５５１

の学年のうち、理科専科設定が４２％と最も高く、

次いで書写（国語）、音楽、図工と続いている（図１）。

理科専科の学年別設置状況を、学級数ベースで

見てみると、調査対象となった各学年全学級数に

対 し て、３年（４４．９％）、４年（６３．７％）、５年

（８７．２％）、６年（９３．２％）に理科専科設定が見

られる。これに、全国調査における学年別理科専科率（「平成２７年度公立小・中学校における教

育課程の編成・実施状況調査」（４））のデータを重ねたものを図２に示す。

図１ 専科設定の教科等種別（学年数ベース）

図２ 学年別理科専科率（学級数ベース）
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図４ 専科理科・担任理科のメリット

� 理科専科設定の理由

理科専科を設定するに当たり、校長がその理由

として挙げた項目の割合を図３に示す。「専科教

員からの希望」４％、「専科教員の得意科目や適

性を校長が判断」１３％、合わせて１７％が理科専科

担当本人の属性に関係するものとなっている。こ

れに対し、「担任からの要望」１４％、「持ち時間数

の調整」３０％、「教科の特性によるもの」２８％、「校

長の方針」９％と、理科専科教員本人の属性に依

らない外的要因が合わせて８１％となっている。

次に、「専科による理科」「担任による理科」のメリットをそれぞれ語群から選ぶ（複数選択）

形で尋ねた結果を図４に示す。担任理科メリットは、「継続観察」「学習進度」「児童の実態把握」

「横断的学習」「宿題や家庭学習」「学級経営」「学級内での飼育・観察」の項目が多く挙げられ

ている。これに対し、専科理科のメリットは、「準備時間」「予備実験」「教材研究の深まり」の

項目が多く挙げられている。

� 新規採用教員が受け持つことが少ない教科等

平成２７年度を含む過去３年間に新規採用教

員の配属を受けた校長へ対して、新規採用教

員が受け持つことが少ないと思われる教科等

について尋ねた結果を図５に示す。理科、音

楽、図工、社会を受け持つことが少なく、特

に理科は新規採用教員が受け持つことが少な

いことが示されている。新規採用教員が特定

の教科等を受け持つことが少ない理由として

図３ 理科専科設定の理由

図５ 新採教員が受け持つことが少ない教科等
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図６ 理科専科教員の教職経験年数

図７ 理科専科教員の職名・主な校務分掌 図８ 理科専科教員の免許保有状況

は、「初任研のため」が７０％、次いで「専科教員が担当していた」が２１％挙がっている。「専科教

員が担当していた」１９件のうち１６件が「専科教員が理科を担当しているために新規採用教員が理

科を受け持たない」事例であった。

３ 理科専科教員向け質問紙結果

� 教職経験年数、職名・主な校務分掌、保有免許

図６は、理科専科教員の教職経験年数を示したものである。理科専科を担当する教員のほとん

どが、２０年以上の教職経験を持っていることが分かる。図７は、理科専科教員の職名や主な校務

分掌について示したものである。理科専科教員の職名・校務分掌としては「教務主任」（５９％）、

「教頭」（２４％）、「主幹教諭」（３％）、となっている。その他（１４％）の内訳としては、「生活指

導」「特別活動」「平和・人権」「特別支援」などが挙げられている。保有する教員免許は、理科

専科教員のうち３４％は「小学校のみ」であった。次いで、中学校や高等学校の教科免許を併せ持っ

ている割合が、社会（１９％）、理科（１１％）、体育（９％）と続く（図８）。

� 理科担当経験年数

図９は、理科専科教員の担任理科・専科理科を合わせた理科担当年数を表したものである。「１

以上５年未満」が２４％、「５以上１０年未満」が３２％と、理科担当年数１０年未満が５６％を占めてい

る。これに対し、「１０年以上」の経験を持っている教員は４４％となっている。

純 心 人 文 研 究 第２３号 ２０１７

―２１５―



1以上
5年未満
24%

5以上
10年未満
32%

n＝242

15以上
20年未満
12%

10以上
15年未満
20%

20以上
25年未満
5%

30以上
35年未満
2%

25以上
30年未満
5%

1以上
5年未満
45%5以上

10年未満
32%

n＝250

15以上20年未満
6%

10以上
15年未満
15%

20以上
25年未満
1%

30以上
35年未満
1%未

25以上
30年未満
1%

1以上
5年未満
21%

0年
44%

n＝241

15以上20年未満
7%

10以上
15年未満
8%

5以上
10年未満
17%

20以上25年未満
2%

25以上
30年未満
1%

担当しな
かった
43%

担当した
57%

n＝251

図９ 理科担当年数（担任・専科） 図１０ 理科担当年数（専科）

図１１ 理科担当年数（担任） 図１２ 新採時に理科を担当したか

図１０は、理科専科教員が「理科専科として」理科を受け持った年数を示している。理科専科の

経験が「１以上５年未満」が４５％、「５以上１０年未満」が３２％、「１０以上１５年未満」が１５％、「１５

年以上」が８％となっており、理科専科教員の半数近くは、理科専科経験が５年未満であること

が分かる。

図１１は、理科専科教員が「学級担任として」理科を受け持った年数を表している。「０年」が

４４％、「１以上５年未満」が２１％、「５以上１０年未満」が１７％、「１０以上１５年未満」が８％、「１５年

以上」が１０％となっている。このことから、理科専科教員の半数近くが学級担任として理科を受

け持つ経験がなかったという状況が見られる。

図１２は、理科専科教員が新規採用時に理科を受け持っていたかを表したものである。現在理科

専科を担当している教員のうち、５７％が新規採用時に「理科を担当した」、４３％が「理科を担当

しなかった」という結果であった。

� 理科専科教員の校務担当

図１３は、理科専科教員の職名や校務分掌による「理科」と「校務」にかける時間的比重の違い

をクロス集計したものを表している。カイ二乗検定を行った結果、「職名等」と「理科・校務に

かける時間的比重」に有意な差が見られた（χ２（４）＝６０．３６５，p＜．０１）。残差分析の結果、一般教

諭は「理科」（Z＝６．４７２，p＜．０１）にかける時間が有意に多く、「校務」（Z＝－４．４３２，p＜．０１）
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図１３ 「理科」と「校務」への時間的比重

にかける時間が有意に少ない。また、教務・主幹は、「同じ」（Z＝２．６７５，p＜．０１）が有意に多

く、教頭は「校務」（Z＝５．１３２，p＜．０１）が有意に多く、「理科」（Z＝－３．９９７，p＜．０１）・「同じ」

（Z＝－２．１４６，p＜．０５）が有意に少ないという結果であった。

従って、「一般教諭」から「教務・主幹教諭」「教頭」へとなるに従い、理科授業へかける時間

的比重が少なくなり、校務にかける時間的比重が多くなっているということが言える。

図１４は、理科の内容について、「どちらかというと指導しやすい」「どちらかというと指導しに

くい」を選択、あるいは双方を非選択した状況について示したものである。「粒子」「エネルギー」

「生命」「地球」それぞれの領域の学習内容について、「どちらかというと指導しにくい」と回答

した教員の、全回答者（２４２人）に対する割合（領域ごとに平均）は、粒子２．５％、エネルギー３．４％、

生命２８．１％、地球３８．８％であった。「粒子」「エネルギー」領域の指導に対して困難性を感じる教

員が少なく、むしろ「どちらかというと指導しやすい」と回答しているのに対して、「生命」「地

球」領域の指導に対して困難性を感じる教員が多いことが分かる。

図１４ 理科内容の指導難易度（内容・領域別）
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図１６ 理科研修会 講座主催者と受講回数

さらに「生命」「地球」領域の内容について詳しく見ると「４年季節と生物（４１．７％）」「５年

植物の発芽、成長、結実（４２．１％）」「４年月と星（６３．２％）」「６年土地のつくりと変化（４８．３％）」

「６年月と太陽（４４．２％）」については、４割を超える教員が「どちらかというと指導しにくい」

と回答している。

図１５は、理科の指導において、困難を感じる状況や場面について尋ねた結果である。「家庭に

おける観察指導」が最多で、次いで「継続観察」「実験の予備実験」「学級園・教材園の整備」「野

外観察の下見」「観察・実験物品の準備」「観察・実験の時間の確保」となっている。

� 理科指導に関する研修

平成２６年度中に理科専科教員が理科に関する研修会に参加したかどうかを尋ねた結果は、４４％

が受講、５６％が非受講という状況であった。

図１６は、受講したものについて、受講した研修の主催者とその回数を示している。受講してい

る研修は、教育研究会（各地域の理科部会）が多く、受講者一人あたり年間０．９４回参加している。

次いで、教育センターなど地方行政機関主催の研修が受講者一人あたり年間０．５４回である。
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� 考 察

１ 理科専科教員の配置について

専科教員の配置については、２００２年２月２１日の中央教育審議会答申（８）において、「小学校高学

年では、専科指導の充実も含めた指導方法（学習集団）の多様性が求められており、チームによ

る指導を推進する指導方法の在り方が課題となっていることから、小学校における各教科及び総

合的な学習の時間の指導充実を図るため、各学校の事情等に応じ、教科に関する専門性の高い教

員が担当できるよう免許制度上の措置を講じることが重要である。」とふれられている。さらに

同答申では、「例えば、理科については、観察・実験などの過程や得られた結果について考察す

る中から、科学的な見方や考え方を育成するという特徴を持っており、また、近年の理数離れと

指摘されている状況に対応し、児童の興味・関心・意欲を引き出す魅力ある授業を展開していく

観点からも、発展的な学習を指導するなど各学校の実情等に応じ、高度な専門性が求められる場

面もある。」と、理科専科教員の必要性について説かれている。

これらを受ける形で、２００７年に改正された教育職員免許法では、第１６条の５第１に「中学校又

は高等学校の教諭の免許状を有する者は、第三条第一項から第四項までの規定にかかわらず、そ

れぞれその免許状に係る教科に相当する教科その他教科に関する事項で文部科学省令で定めるも

のの教授又は実習を担任する小学校若しくは義務教育学校の前期課程の主幹教諭、指導教諭、教

諭若しくは講師又は特別支援学校の小学部の主幹教諭、指導教諭、教諭若しくは講師となること

ができる。」という条項が付加され、小学校における専科制推進の法的根拠が整うに至っている。

２００８年の小学校学習指導要領解説総則編には、第３章５節６「指導方法や指導体制の工夫改善

など個に応じた指導の充実（第１章第４の２�）」において「指導体制の工夫に当たっては、教

師一人一人にも得意の分野など様々な特性があるので、それを生かしたり、学習形態によっては、

教師が協力して指導したりすることにより、指導の効果を高めるようにすることが大切である。

その具体例としては、ティーム・ティーチング、合同授業、交換授業のほか、従来の学級担任に

よる全教科担任にとらわれず、学年や教科によって、専科指導を取り入れることなどが考えられ、

各学校の実態に応じて工夫することが望ましい（９）。」とし、行政的判断における小学校教科専科

制に関する推進の方向性が示されてきた。

これとは別に、学術、経済界からも科学技術立国を標榜する我が国の将来を案ずる立場から、

理科教育の充実へ向けて、小学校理科専科制への提言がなされている。例えば、日本学術会議は、

２００７年に「これからの教師の科学的教養と教員養成の在り方について」で、「少なくとも小学校

高学年の理科教育においては、教科の専門性を生かせる形が望ましい。（中略）小学校高学年に

おいては、制度として理科の専科教員の導入を求めたい。それによって小学校学習指導要領に規

定される年間９５時間の理科授業を複数クラスにおいて専科教員が担任することになる（１０）。」と提

言し、小学校高学年からの理科専科教員の導入を求めている。

以上のような状況を踏まえ、小学校における教科等の担任制（専科制）は全国的に広まりを見
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図１７ 教科等の担任制の実施状況

せ、特に理科専科率は、他教科のそれを超える勢いで高まりつつある。（図１７（４））

ここで、長崎県の理科専科の状況について見てみると、理科専科を設定している小学校は９３％

と、県内のほとんどの小学校で理科専科を設定していることが分かる。さらに、専科全体で見る

と、全国の調査結果では、音楽の専科を設定している割合が一番高いのに対し（図１７）、長崎県

は理科の専科を設定している割合が一番高くなっている（図１）。また、図２にあるように学年

別に見た理科専科率（学級数ベース）は３年から６年まで全ての学年において全国平均の約２倍

の割合を示しており、本県における理科専科率の高さは特異であるといえる。では、本県のこの

ような特異性はどのようにして生まれてきたのであろうか。この点については、今回の調査から

明確な解答を得ることは難しい。しかし、現在の理科専科教員の半数以上は、新採時に理科を担

当した経験がある（図１２）ということから、今から２０～３０年前（現在の理科専科教員の多くが新

採教員だった時期）は、現在よりも理科専科率は低かったということを推察することができる。

つまり、本県の理科の専科化は、この２０～３０年のうちに進んできたのではないかと考えることが

できる。その時期や要因等については今後の更なる調査を要する部分である。

これらのことから、長崎県は、全国の平均よりも大幅に理科専科率が高く、本県の理科教育は、

理科専科教員の指導力に大きく依存しているという構図が見えてくる。

２ 理科専科教員の理科指導経験年数と校務

本調査から導き出された長崎県の理科専科教員像について、以下にまとめる。

・教職経験２０年以上の教員がほとんどである。この点は、２００９年に国立教育研究所が示した「理

科専科教員については４０歳以上が約８割である（１１）。」という報告とほぼ一致する。

・教頭、主幹教諭、教務主任など、学校運営に深く関わる職務に携わる教員がほとんどである。

中でも教務主任は一番多く、全体の５９％を占めている。これは、與那嶺・吉田（２０１５）によ

る沖縄県の理科専科教員に関する報告と一致する割合であった。
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・校長が理科専科を設定する理由として挙げた内容は、「専科教員からの希望」「専科教員の得

意科目や適性」など、専科教員本人の属性によるものは１７％に過ぎず、その理由のほとんど

は、「持ち時間数の調整」等、外的要因によるもので、専科教員からの積極的要素が見られ

ない。つまり、専科教員本人の意向に関わらず、「学校運営上、学習効果より時間や能率性

が優先されるという実態によって」理科専科に携わっている場合が多いということである。

・担任、専科を合わせた理科指導歴が１０年以上の教員が全体の４４％と、一定の理科指導経験を

有する教員も見られる。しかし、１０年未満の教員が全体の５６％、担任として理科を担当した

ことがない教員が４４％であった。さらに理科専科経験が５年未満の教員が４５％という状況か

ら、これまで理科を受け持った経験がない（あるいは少ない）教員が、教頭・主幹教諭・教

務主任といった現在の職務に携わってから初めて理科専科教員となり、それらの職務と兼任

する形で理科専科教員として理科授業を行っている状況が広く存在することがうかがえる。

・理科専科に携わる一般教諭と比較して、教務主任・主幹教諭・教頭は、理科の授業準備等よ

りも校務にかける時間を優先する傾向が高い。特に教頭においては顕著である（教頭は理科

専科教員の２４％を占める）。

これらのことから、長崎県における理科専科教員とその周辺に一般的に見られる状況として、

「これまで、理科を受け持つことがあまりなかったが、教職歴２０年を過ぎ、教務主任等の職務に

携わるようになり、持ち時間の調整などから理科専科を受け持つことになる。しかし、校務多忙

のために、理科の授業準備等に時間をかけることが難しい。」という様子を伺い知ることができ

る。

今回の調査において回答を得た理科専科教員については、新任時に理科を担当した経験を持つ

ものが５７％存在していたが（図１２）、将来的な状況はさらに厳しさを増すことが予想される。す

なわち、現在の新任の教員は初任研等のため、理科を専科教員に任せてしまい、理科授業を受け

持つことが少ない状況（図５）が一般的となっている。これらの教員が中堅教員となったときに

も現在と同じ流れが続くと仮定すれば、教務主任になると同時に理科専科を兼任することも多々

起こりうると考えられる。しかもこの場合の理科専科教員は、現在の理科専科教員よりも更に理

科指導経験が少ない状態で理科を指導する割合が増すことが予測できる。

平成２７年度全国学力・学習状況調査の全国平均正答率は、国語 A７０．２％、算数 A７５．３％、理科

６１．０％である（１２）。これに対し、長崎県の状況は、国語 A６９．０％（１．２ポイント▽）、算数 A７４．０％

（１．３ポイント▽）、理科５８．８％（２．２ポイント▽）となっており、各教科共に全国平均を下回っ

ている（１３）。特に理科においては、他の２教科と比べ、更に１ポイントほど下回り、全国順位が２９

／４７（位）と、危惧するべき状況にあり、本県の理科教育レベルの向上は喫緊の課題と言えよう。

一人の理科専科教員がその学校・学年の理科をすべて教えているということは、その理科専科

の指導力によって、学校全体の理科の学力を決定づけていると言っても過言ではない。さらには、

本県の理科専科率（学級数ベース）の高さの特異性から見て、理科教育レベル向上の鍵を握るの
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は理科専科教員の指導力だと考えられるが、現在のように教務等の校務に携わりながら、理科専

科に関わっている状況では、レベル向上の糸口を掴むのは困難なことである。本当の意味での“専

任”としての理科専科教員、すなわち、理科指導のために十分な時間を確保することができる教

員を配置する方策を模索していく必要がある。

さらに広げて考えるならば、科学技術立国を標榜する日本の教育の中にあって、小学校理科を

専科制へ移行しようとする思惑が、学校運営上の都合を優先することにより「教務主任や管理職

による理科専科」として実行されていくとすれば、日本の理科教育レベルの向上は望めない。今

後、全国レベルでますます広まって行くであろうの理科専科制が、「形だけの理科専科制普及」

ではなく、理科指導力を核とし、理科授業の質的転換を伴う「真の理科専科制」となるよう、教

員免許制度、人事制度、研修制度、各方面からの取り組みが求められる。

３ 理科専科教員の授業難易度・研修

本県理科専科教員の中で中学校や高等学校の理科教員免許を保有している者の割合は、図８に

示したように１１％であった。これは、（独）科学技術振興機構理科教育支援センターが平成２２年

度に小学校理科を教える学級担任を対象とした調査を行った際に得られた値１０．３９％（１４）とほぼ同

率である。つまり、理科教員免許保有率１１％は、本県の理科専科教員が、「専門性」や「得意分

野」に関係なく理科専科に携わっている（または携わらざるを得ない）状況を示す数字であると

も言える。先にも述べた小学校学習指導要領解説総則編（２００８）の中で、「教師一人一人にも得

意の分野など様々な特性があるので、それを生かしたり、学習形態によっては、教師が協力して

指導したりすることにより、指導の効果を高めるようにすることが大切である。」とされ、求め

られている専科教員の姿と照らして、本県の理科専科教員が置かれている現状の齟齬を表してい

る。

理科専科教員が理科の指導において困難を感じる状況や場面について質問した結果としては、

「家庭における観察指導」「継続観察」「実験の予備実験」「学級園・教材園の整備」「野外観察の

下見」「観察・実験物品の準備」「観察・実験の時間の確保」などが上位に挙げられていた。これ

に対して、校長が捉える理科専科のメリットには、「準備時間」「予備実験」「教材研究の深まり」

が上位に挙げられており、校長が捉える「予備実験や実験の準備に十分な時間をかけることがで

きる」という理科専科のメリットは、実際の理科専科教員にとっては、逆に困難な事項となって

いる。つまり、校長が理科専科を設けている積極的意図が、実際の理科専科教員による理科指導

に十分生かすことができない状況となっているということである。

理科指導内容の領域別「指導しやすさ・指導しにくさ」に関する質問に対しては、「エネルギー」

「粒子」は、「どちらかというと指導しやすい」とされ、「地球」「生命」は、「どちらかというと

指導しにくい」と認識されていることが示されている（図１４）。この点に関しては、領域別の指

導難易度意識を示す全国調査がないために直接的な比較ができないが、国立教育政策研究所

（２００９）が、学級担任をしている一般の教員について「物理」「化学」「生物」「地学」分野の指

原田康英・小学校理科専科教員の現状と今後
―長崎県公立小学校への全数調査を通して―

―２２２―



導に関して、「得意」「やや得意」「やや苦手」「苦手」の四件法で苦手意識について調査したもの

がある（１５）。ここで、「エネルギー」「粒子」「生命」「地球」のそれぞれの領域の指導内容を「エネ

ルギー≒物理」「粒子≒化学」「生命≒生物」「地球≒地学」と、近似的に置き換えて比較を試み

る。同調査では、該当分野の指導を「苦手・やや苦手」とする教員が、物理約６７％、化学約５６％、

生物約４７％、地学約６５％と示され、分野ごとの指導苦手度が高い順に、物理→地学→化学→生物

となっている。これに対して本調査による結果は、指導難度が高い順に、地球→生命→エネルギー

→粒子となっている。「地球」領域の指導難度については、両調査共通で「指導しにくい」とい

う結果となっているが、「生命」領域に関しては、国立教育政策研究所による調査では、「生物」

は指導難度が最も低い分野とされているのに対して、本調査結果では、「指導しにくい」領域と

されていることが特徴と言える。

本調査において指導難度が高い領域として挙げられた「地球」「生命」領域について、内容ご

との指導難易度は、「４年季節と生物」「５年植物の発芽、成長、結実」「４年月と星」「６年土地

のつくりと変化」「６年月と太陽」について、特に「指導しにくい」という認識が多いことが示

された。これらの指導内容に共通していることとして、指導者や学習者の意図や都合で制御でき

ない自然に相対する内容、また継続観察、実地や家庭での観察が求められる内容であるというこ

とが挙げられる。これらのうち、「家庭での観察指導」「継続観察」は、前述の理科専科教員が指

摘する理科指導の困難性と重なる要素である。この点については、吉田・杉浦（２０１４）が明らか

としている教員研修のニーズ「観察実験を通して児童に何をどのように指導していいのか分から

ず、これを解消できる研修の受講を要望している（１６）」との関係性を考慮しながら指導困難性の解

消へ向けて検討を進めていくことが必要であろう。

近年、学校教育の中で「心の教育」「生命尊重」の重要性が説かれる中、生命に対する畏敬の

念を直接的に教える理科への期待は他の教科よりも大きい。小学校における理科学習は、生の自

然を対象としながら、自然と関わる中から「感じて、考え、学ぶ理科」を基本とすると考える。

その中核をなす「生命」「地球」領域に関して、指導困難性を感じる理科専科教員が多い状況に

対して、研修制度の見直し等を含め、対策を講じていく必要がある。

理科専科教員の理科に関する研修状況については、理科に関する研修を受講した教員が全体の

４４％（平成２６年度）であることが明らかとなった。その内訳としては、各地域の教育研究会（理

科部会）における年１回程度の研修会参加が主たる研修の機会であると見られる。しかし、教頭

や教務主任を主たる職務としている理科専科教員の場合、教頭会や教務主任会への出席が優先さ

れ、教育研究会（理科部会）への参加が難しい状況があり、理科研修の非受講者が半数を超える

現状へと繋がっていると考えられる。今後、理科の研修制度に関する改善として、体育科におい

て行われている県レベルの体育実技伝達講習会のように、各校の主たる理科担当者を対象とした

行政主導の研修会の充実が望まれるところである。
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� まとめ

本研究から、長崎県は、全国と比較して理科の専科率が２倍程度と非常に高く、本県の理科教

育は理科専科教員に大きく依存していることが明らかとなった。また、理科専科教員はそのほと

んどが教頭・教務主任等、学校運営に深く関わる職務を担当している者で、理科指導へ対して十

分な労力を掛けづらい状況があること、理科専科教員の理科免許保有状況、適性の面からも課題

が存在することを指摘した。これらのことから、理科指導のための十分な時間を確保することが

できる教員の配置の必要性について論じた。さらに将来的な視点からは、現在の新規採用教員が

中堅教員となった時点での理科専科教員の在り方について、問題点を提起した。

今後、長崎県の理科教育レベル、全国の理科教育レベル向上のため、行政、学校が一体となり、

理科専科制の在り方、研修制度の在り方について課題を再認識し、その解決のため取り組んでい

くことが強く求められる。
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